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       主   文 

 

１ 被告Ｂは、原告Ａに対し、２３５万８４４４円及び別紙１遅延損害金目録の損害元

本欄記載の各金額に対する同目録の当該各起算日欄記載の日から支払済みまで同目録

の当該各利率欄記載の割合による金員を支払え。 

２ 訴訟費用は被告Ｂの負担とする。 

３ この判決の第１項は仮に執行することができる。 

 

 

       事実及び理由 

 

第１ 請求 

 主文１項と同旨 

 

第２ 事案の概要 

 本件は、原告Ａが、被告Ｂの過失により固定資産税の加納付が生じたと主張して、国

家賠償法１条１項に基づき、被告Ｂに対し、（１）平成１５年度から平成２１年度まで

の過納金相当額の損害合計２０４万３５６３円及び上記損害に係る本件訴訟に要した

弁護士費用合計２０万４３５３円並びにこれらに対する各年度固定資産税等の第４期

分納期の日から各支払済みまで平成２９年法律第４４号による改正前の民法（以下「改

正前民法」という。）所定の年５％の割合による遅延損害金、（２）地方税法４３２条１

項に基づく審査の申出に要した弁護士費用１０万円及び登記事項証明書の交付を受け

るための費用相当の損害４８０円並びに上記各損害に係る本件訴訟に要した弁護士費

用合計１万００４８円並びにこれらに対する令和３年度の固定資産課税台帳登録価格

が決定された日である令和３年３月３１日から支払済みまで民法所定の年３％の割合

による遅延損害金の支払を求めた事案である。 

１ 前提事実（当事者間に争いのない事実及び弁論の全趣旨により容易に認められる事

実） 

（１）原告Ａは、平成１５年度から令和３年度まで、別紙２物件目録記載の建物（以下

「本件建物」という。）に係る固定資産税及び都市計画税（以下、これらをあわせて「本

件固定資産税等」という。）の納税義務を負った者である。 

（２）被告Ｂの職員は、本件建物に係る固定資産税の算定に際し、平成１０年３月１６

日自治省告示第８７号による改正前の固定資産評価基準第２章第３節二所定の再建築

費評点数は１０万６８００点と計算されるべきところ、誤って１０万７７００点と計算

し、これに基づき、被告Ｂ代表者知事は、平成１５年度から令和３年度の本件建物の固

定資産課税台帳登録価格を別紙３税額等一覧表の当初登録価格欄記載の各金額のとお
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り決定した。これにより、本件固定資産税等は過大に算出された。 

（３）原告Ａは、令和３年９月３日、東京都固定資産評価審査委員会に対し、本件建物

の令和３年度の固定資産課税台帳登録価格を不服として、地方税法４３２条１項に基づ

く審査の申出をした（以下「本件審査申出」という。）ところ、被告Ｂの北都税事務所

長は、令和４年１０月３１日、上記審査委員会による審査決定を待たず、本件建物に係

る再建築費評点数を上記（２）のとおり再計算して上記登録価格を修正し、これに基づ

き、令和４年１１月１０日、平成３０年度から令和４年度までの本件固定資産税等の減

額賦課決定をし、また、令和５年２月１０日、平成２２年度から平成２９年度までの本

件固定資産税等の過納金相当額を原告Ａに支払う旨の決定をした。 

２ 争点及びこれに関する当事者の主張 

（１）平成１５年度から平成２１年度までの本件固定資産税等の過納付の発生及びこれ

による損害 

（原告Ａの主張） 

 前記１（２）の誤算は被告Ｂ職員の過失によるものであり、これに基づきされた平成

１５年度から平成２１年度までの本件固定資産税等の賦課は違法であるところ、原告Ａ

はこれにより別紙３税額等一覧表の当初相当税額欄記載の各金額のとおり過大な金額

を納付した。前記１（２）の誤算を改めて算出される上記期間の本件固定資産税等の額

は同一覧表の原告Ａ主張相当税額欄記載の各金額のとおりであり、その差額（損害）は

同一覧表の過納金相当額欄記載の各金額のとおりである。 

 また、本件訴訟に要した弁護士費用として、上記損害額の１割が被告Ｂの上記不法行

為と相当因果関係に立つ損害である。 

（被告Ｂの主張） 

 損害について争う。 

 原告Ａが平成１５年度から平成２１年度の本件固定資産税等について過大な金額を

納付したと認めるべき証拠はない。 

（２）本件審査申出に要した費用 

（原告Ａの主張） 

ア 前記１（２）の誤算は被告Ｂ職員の過失によるものであるところ、これに基づきさ

れた令和３年度の固定資産課税台帳登録価格の決定は違法であるところ、原告Ａは、同

登録価格を是正するため、本件審査申出を行った。固定資産課税台帳登録価格に不服が

ある納税者において、地方税法４３２条１項に基づく審査の申出をする以外にこれを争

う方法はなく、また、その申出には高度な専門的技術を要するから、本件審査申出に要

した弁護士費用として少なくとも１０万円が被告Ｂの上記不法行為と相当因果関係に

立つ損害である。 

イ また、本件審査申出に必要な原告Ａの登記事項証明書の交付を受けるために必要な

費用である４８０円は、被告Ｂの上記不法行為と相当因果関係に立つ損害である。 
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（被告Ｂの主張） 

 地方税法４３２条１項に基づく審査の申出に資格制限はなく、審査手続においては職

権による証拠調べも可能であって、訴訟と異なり高度な専門性を要しないから、原告Ａ

の主張アの費用は被告Ｂの違法行為と相当因果関係に立つ損害ではない。 

 また、固定資産税等に係る過納金相当額の返還ないし損害賠償を求めるに当たり上記

審査の申出や取消訴訟等の手続を経る必要はないから、本件審査申出に係る費用は被告

Ｂの違法行為と相当因果関係に立つ損害ではない。 

 

第３ 当裁判所の判断 

１ 平成１５年度から平成２１年度までの本件固定資産税等の過納付の発生及びこれ

による過納金相当額の損害について 

 原告Ａは、平成１５年度から平成２１年度の本件固定資産税等について別紙３税額等

一覧表の当初相当税額欄記載の各金額のとおり過大な金額を納付したと主張するとこ

ろ、被告Ｂは、原告Ａが上記期間の本件固定資産税等を納付したと認めるべき証拠はな

いと主張する。 

 しかし、本件において、原告Ａが上記期間の本件固定資産税等の賦課徴収を受けなか

ったり、それらが未納のままになっていたりするなどの事実をうかがわせる証拠はない

から、原告Ａは、上記期間の本件固定資産税等について、遅くとも各納期限までに全額

の納付をしたと推認される。 

 そして、前記前提事実、本件全証拠及び弁論の全趣旨によれば、前記１（２）の誤算

は被告Ｂ職員の過失によるものであり、これに基づきされた平成１５年度から平成２１

年度までの本件固定資産税等の賦課は違法であるところ、前記１（２）の誤算を改めて

算出される上記期間の本件固定資産税等の額は同一覧表の原告Ａ主張相当税額欄記載

の各金額のとおりであると認められ、その差額は同一覧表の過納金相当額欄記載の各金

額のとおりであるから、原告Ａは、上記違法行為により、その合計である２０４万３５

６３円の損害を被ったと認められる。 

 また、上記各差額（損害）の１割が本件訴訟に要した弁護士費用として被告Ｂの違法

行為と相当因果関係に立つ損害であると認められるところ、その額は同一覧表の弁護士

費用相当額欄記載の各金額のとおりであるから、その合計である２０万４３５３円が上

記違法行為と相当因果関係に立つ損害であると認められる。 

２ 本件審査申出に要した費用について 

 令和３年度の固定資産税課税台帳登録価格は前記１（２）の誤算により過大な金額と

なっていたことが認められるところ、前記前提事実及び弁論の全趣旨によれば、前記１

（２）の誤算は被告Ｂ職員の過失によるものであり、これに基づきされた令和３年度の

固定資産課税台帳登録価格の決定は違法である。 

 そして、原告Ａにおいて上記登録価格を争うには本件審査申出のほかに方法がなく、
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賠償請求によって上記登録価格の決定自体を是正することはできないところ、本件審査

申出の専門的、技術的性格に照らして、専門家である弁護士の助力を得ることは相当と

いえ、本件審査申出に係る事案の内容、難度、本件審査申出を契機として北都税事務所

長において執られた措置の内容等を考慮すると、弁護士費用として１０万円が上記違法

行為と相当因果関係に立つ損害であると認められる。 

 また、証拠（甲１６）及び弁論の全趣旨によれば、原告Ａは、本件審査申出に必要な

原告Ａの登記事項証明書の交付を受けるために４８０円を支出したことが認められ、同

額が上記違法行為と相当因果関係に立つ損害であると認められる。 

 加えて、上記各損害額の１割である１万００４８円が、本件訴訟に要した弁護士費用

として上記違法行為と相当因果関係に立つ損害であると認められる。 

３ まとめ 

 以上によれば、原告Ａは、被告Ｂに対し、（１）平成１５年度から平成２１年度まで

の過納金相当額の損害合計２０４万３５６３円及び上記損害に係る本件訴訟に要した

弁護士費用合計２０万４３５３円並びにこれらに対する各年度固定資産税等の第４期

分納期（原告Ａは，遅くとも同日までに各年度の本件固定資産税等を納付したと認めら

れる。）の日から各支払済みまで平成２９年法律第４４号による改正前の民法所定の年

５％の割合による遅延損害金、（２）本件審査申出に要した弁護士費用１０万円及び登

記事項証明書の交付を受けるための費用相当の損害４８０円並びに上記各損害に係る

本件訴訟に要した弁護士費用合計１万００４８円並びにこれらに対する令和３年３月

３１日（遅くとも同日までに令和３年度の固定資産課税台帳登録価格が決定されたと認

められる。）から支払済みまで民法所定の年３％の割合による遅延損害金の支払を求め

ることができる。 

 

４ 結論 

 したがって、原告Ａの請求は理由がある。なお、仮執行免脱宣言は相当でないからこ

れを付さない。 

  

東京地方裁判所民事第１６部 

裁判官 稲井雄介 


